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当事業年度におけるわが国経済は、第１～第３四半期にかけては、東日本大震災後の復興需要等の牽

引や個人消費、設備投資等に持ち直しの動きが確認でき、緩やかな景気回復の兆しが随所に散見されて

おりましたが、昨年末の民主党から自民党への政権交代によって経済・金融政策への期待感が高まると

大きく円安・株高基調に転じ、さらには、企業収益や消費動向にも改善の動きが見受けられ、次第に景

気回復への本格期待が高まるようになりました。

そのような中にあって外国為替市場は、まず、米ドル/円相場においては、期初に82円台後半からス

タートすると、第１四半期は、日銀による追加金融緩和見送りや米ＧＤＰ統計の下振れ、スペインでの

金融不安の高まり等に伴う欧州不安と世界的な株安、低調な米雇用統計等のネガティブ要因等が散見さ

れましたが、米ＦＲＢ（連邦準備理事会）の量的緩和拡大の見送りやＥＵ（欧州連合）首脳会議での対

応策から欧州債務不安が薄らいだ局面等もあり、77円台半ばから83円台前半のレンジで推移いたしまし

た。第２四半期は、７月の米雇用指数を始めとする経済指標が連続して芳しくない結果であったこと

や、わが国政府・日銀による介入警戒感、米ＦＯＭＣ（連邦公開市場委員会）によるＱＥ３（量的緩和

第三弾）の発表等、米ドルジリ安の展開に終始したこともあり、77円台前半から80円台前半のレンジで

推移いたしました。第３四半期は、77円台後半からスタートいたしましたが、米経済指標の改善傾向や

日銀による追加金融緩和期待から円安米ドル高基調に転換すると、米大統領選において現職のオバマ氏

の再選、安倍総裁による政権交代前からの積極的な金融緩和姿勢や円安誘導発言、さらには、衆院選で

の自民党の大勝により日銀への緩和政策圧力が現実味を帯びてきたとの思惑から円売りは加速し、86円

台後半まで円安米ドル高に推移いたしました。第４四半期は、米国の「財政の崖」回避、米ＦＲＢの量

的緩和早期終了観測、日銀の金融緩和強化を始めとしたアベノミクスへの期待、さらには、白川前日銀

総裁の早期辞任表明や黒田新日銀総裁への起用報道等で円安米ドル高が進行し、イタリア総選挙の結果

を受けたリスク回避姿勢やキプロスの金融支援を巡る混乱から乱高下する場面もありましたが、最高値

では96円台後半を示現した後、94円台前半で期末を迎えました。

米ドル/円以外に目を向けると、110円台からスタートしたユーロ/円は、スペインの金融不安、景気

悪化や財政悪化懸念、ギリシャショック以来続く欧州債務問題等から円高ユーロ安に推移すると、一時

は94円台前半を示現いたしましたが、ギリシャ支援合意やわが国における自民党政権復権による日銀の

金融緩和への期待等から127円台前半まで一気に円安ユーロ高に推移いたしました。その後、スペイン

やイタリアの政治情勢の不透明感の強まり、欧州要人のユーロ高牽制発言、ユーロ圏の景気指標悪化等

を要因に、118円台後半までユーロが急反落する場面があったものの、ＥＣＢ（欧州中央銀行）の利下

げ観測の後退や日銀の金融緩和期待等を背景に再度126円台前半まで円安ユーロ高を示現する場面もあ

りましたが、キプロス支援を巡る混乱からユーロが軟調な地合いに転じると、120円後半へとユーロ安

が進行して期末を迎えました。

このような状況下において当社は、約５年前から重点的にブランディングの強化や認知率向上のため

の広告宣伝・マーケティング・ＰＲ活動を行ってきたことが奏功することが増え、例えば昨年１月から

適用スタートしたＦＸ税制改正に関しては、当事業年度以降も取引所ＦＸ取引から店頭ＦＸ取引へと回

帰している顧客や新たな顧客の取り込みへとつながり、また、「トラリピ(R)プロジェクト2012」「ト

ラリピ(R)プロジェクト2012 ＳＥＡＳＯＮ２」等の利便性向上やサービス充実を図るためにリリースし

たそれぞれの案件に関しては、実際の利用促進につながるように複合的なプロモーションを工夫する等

して相乗的なＰＲ活動に注力したことで、中長期的な資産運用を目的としている新たな顧客への訴求に

１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析
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つながったり、さらには、本年３月に東京証券取引所市場第二部に上場した以降は、当社株式の出来

高、売買代金や株価推移にも表れているように株式市場を通じての注目度が高まりつつあるのと同時

に、それらが様々なかたちでコンスタントに新聞・雑誌等にも取り上げていただく機会にもつながり、

マスメディアからもマーケットからも注目していただくことが波及して効果的な顧客獲得へとつながり

ました。その結果、顧客口座数は前事業年度末の42,328口座から13,426口座増加し、55,754口座（前事

業年度末比31.7％増）へと拡大いたしました。預り資産残高については、順調な顧客獲得ペースに比例

した新規顧客による預託金の入金、当社のサービスを享受した既存顧客からの順調な追加入金、さらに

は、トラリピ戦略を有効に活用していただいている数多くの顧客の運用益の積み上げ等の要因もあり、

当事業年度末日現在で39ヵ月連続して預り資産残高が増加する結果となり、創業来最高の残高を更新し

続けています。

業績面に関しては、当事業年度がスタートして半年ほどのマーケット環境は、全般的に低ボラティリ

ティでリバウンドがあまり見られない円高相場が続き、特に第２四半期は想定以上にボラティリティが

急低下したことにより顧客取引高の伸び悩みに大きく影響する時期もございましたが、昨年３月以降に

段階的にリリースした「トラリピ(R)プロジェクト2012」第１弾「せま割20」、第２弾「らくトラ」、

第３弾「ポケトラ」、さらには、昨年10月以降にリリースした「トラリピ(R)プロジェクト2012 ＳＥＡ

ＳＯＮ２」第１弾「せま割５」、第２弾「ポケトラ ｆｏｒ Ａｎｄｒｏｉｄ」のそれぞれが、リリース

した当時のマーケット環境や顧客ニーズに最適にマッチし、特に「せま割20」「せま割５」に関して

は、長く続いた低ボラティリティ相場において、当社の取扱通貨ペアの中でも特に「豪ドル/円」や

「南アフリカランド/円」の取扱高の急増に見られるように、かなりの効果が如実に表れました。ま

た、第３四半期以降においては、円高傾向で長い低ボラティリティ相場だったマーケット環境にも変化

が表れ円安トレンドへの転換時期と相重なったことや、かねてから「せま割20」や「せま割５」等によ

って顧客からの注文指値量が急増していたこと、さらには、円安トレンドへの相場変動に対しても、高

低差や高ボラティリティ相場への対応には『らくトラ』を用いたトラリピ戦略等が奏功する等した結

果、営業収益は3,717,885千円（前事業年度比41.7％増）と、大幅な増収となると同時に過去最高の営

業収益となりました。営業費用に関しては、前事業年度末と比べて人員数の増加、地上波でのＴＶ番組

の提供やプロ野球「東京ヤクルトスワローズ」とのオフィシャルスポンサー契約といった今までとは違

ったブランディング・プロモーション活動に取り組み、また、創業10周年記念セミナーやイベントの実

施、さらには、ブランディング強化を目的にその他にも積極的に継続して展開している広告宣伝・ＰＲ

活動等に係る費用等の増加要因があったものの、営業収益の増加率に対しては大きく抑制することがで

きた結果、2,401,390千円（前事業年度比9.6％増）となり、営業利益は1,316,494千円（前事業年度比

204.7％増）と大幅な増益となりました。営業外収益は受取利息の他に定置用リチウムイオン蓄電池導

入促進対策事業費補助金収入等を計上したことで4,607千円、営業外費用は支払利息等の計上で9,406千

円となった結果、経常利益は1,311,696千円（前事業年度比210.3％増）と、営業利益と同じく大幅な増

益となりました。また、特別損失として固定資産除却損を5,298千円計上した結果、税引前当期純利益

は1,306,397千円（前事業年度比214.0％増）となり、法人税等合計額を505,524千円計上した結果、当

期純利益は800,873千円（前事業年度比239.7％増）と大幅な最終増益となり、営業利益、経常利益、当

期純利益の全てにおいて過去最高益となりました。

（次期の見通し）

当社の業績は、外国為替市場や株式市場等の相場動向や市場流動性等のマーケット環境、並びに、国
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内外の経済環境等に大きく左右され、これらの複合的な影響等について正確な予測を行うことは困難で

あるため、業績予想を開示しておりません。一例として、当社の平成25年３月期の第１四半期及び第２

四半期の決算短信には「近年、外国為替市場におけるボラティリティの低下が顕著に見受けらます。」

と当時のマーケット状況を記載しておりましたが、ご承知のとおり第３四半期以降はこれまでの状況と

は180度マーケット環境が変化し、極めて不確実性が高くなり、現在においてもその状況は続いており

ます。そのため、当社の業績に関して将来の予測を行う際は、十分に考慮される必要があります。

なお、その将来の予測を補完する手段として、当社は、業績予想の開示に代わる代替手段として、顧

客口座数、預り資産残高ならびに営業収益の３項目について、ＴＤｎｅｔ（適時開示情報伝達システ

ム）を通じて月次ベースで開示しております。また、業績に大きく影響を与える営業費用の動向につい

て、平成25年５月15日開催予定の決算説明会資料にて補足すると同時に、この資料における該当部分を

決算補足資料として決算説明会開催後に開示いたします。

①資産、負債及び純資産の状況

前事業年度末から当事業年度末までの財政状態の主な変動としましては、総資産については、前事業

年度末と比べ11,252,950千円増加し、42,391,195千円となりました。これは主に、流動資産のうち現金

及び預金が197,374千円、分別管理信託が11,063,030千円増加したこと、さらには、有形固定資産が

40,371千円減少したものの、無形固定資産が55,193千円増加したためであります。

負債総額は前事業年度末と比べて10,455,384千円増加し、38,384,737千円となりました。これは主

に、流動負債のうち顧客預り勘定が10,238,193千円、未払法人税等が310,393千円増加し、外国為替取

引評価勘定（流動負債）を140,074千円計上したこと、また、短期借入金の借入や返済を行いましたが

前事業年度末と比べて280,000千円減少していること等によるものであります。

純資産額は前事業年度末と比べて797,566千円増加し、4,006,457千円となりました。これは主に、配

当金の支払いが85,568千円ありましたが、当期純利益を800,873千円計上したことにより利益剰余金が

715,304千円増加したこと、また、新株予約権が行使されたことに伴い、その他資本剰余金が36,112千

円計上され、自己株式の処分等で46,515千円増加したこと等によるものであります。

②キャッシュ・フローの状況

当事業年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の期末残高は、前事業年度末と

比較して、507,661千円の増加となり、残高は2,037,618千円となりました。各キャッシュ・フローの状

況とその要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前当期純利益を1,306,397千円、減価償却費を193,703千

円、株式報酬費用を13,905千円計上したこと、さらに、外国為替取引評価勘定（流動資産）が72,182千

円減少して外国為替取引評価勘定（流動負債）が140,074千円増加したこと、また、未払金が82,835千

円増加し、法人税等の支払いとして228,221千円支出したこと等により、1,374,262千円の増加（前事業

年度は515,827千円の増加）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による900,000千円の支出、定期預金の担保

差入による200,000千円の支出、定期預金の払戻による800,000千円の収入、また、有形固定資産の取得

（２）財政状態に関する分析
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による19,786千円の支出、無形固定資産の取得による190,210千円の支出と差入保証金の差入による

10,515千円の支出等により、529,323千円の減少（前事業年度は585,145千円の減少）となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入れの実施による400,000千円の収入と返済による

680,000千円の支出や長期借入金の返済による40,000千円の支出、さらには、配当金の支払いによる

85,568千円の支出や役職員のストック・オプションの行使による69,308千円の収入等により、337,193

千円の減少（前事業年度は74,240千円の増加）となりました。

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移

(注) １ 自己資本比率 ：自己資本／総資産

２ 時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額／総資産

３ キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／キャッシュ・フロー

４ インタレスト・カバレッジ・レシオ  ：キャッシュ・フロー／利払い

※ 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。

※ キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しておりま

す。有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要な課題の一つと認識しており、配当原資確保のた

めの収益力を強化し、中長期的な業績動向を考慮に入れながら、各期の業績に応じて配当金額を決定し

ております。また、自己株式の取得については、将来的にも当社の株価水準や利益還元状況等を鑑みて

臨機応変に実施していく考えを持っており、中長期的に当社の株式を保有していただく株主の皆様に対

する株主還元、財務の安定性、及び、内部留保の確保等のバランスを考慮の上、年間配当性向25％程度

を目標に、安定的な配当を目指しながら総合的に企業価値を向上させることを基本としております。

当期につきましては、当社が指標として考えている配当性向25％を基本と考えながらも、従来からの

継続的な株主の皆さまへの利益還元の重視、月次での順調な業績の推移と今後のさらなる業績向上に向

けた経営基盤の強化のための内部留保等のバランスを勘案して、１株当たり4,000円の普通配当に加

え、１株当たり500円の創業10周年記念及び東京証券取引所市場第二部上場記念配当を加え、合計4,500

円としたいと考えております。

次期については、当社の配当に対する基本方針にある年間配当性向25％程度を目標とベースにしてい

きたいと考えております。

また、当社は目標とする経営指標として自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）を重視しており、当期純利

益の増大はもちろん、自己株式の取得によるＲＯＥ向上も一つの方策と考えております。

当期中に取締役会決議により買い受けた自己株式数は21株、取得金額は924千円でありました。

平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期

自己資本比率 26.7％ 20.4％ 13.9％ 10.2％ 9.3％

時価ベースの自己資本比率 8.7％ 6.5％ 8.3％ 7.1％ 20.6％

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率

― ― 0.35年 0.89年 0.10年

インタレスト・カバレッジ・
レシオ

― ― ― 44.1倍 147.5倍

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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当社の経営成績、事業運営及び財政状態、その他に関する事項等は、今後起こりうる様々な要因により

大きな影響を受ける可能性があります。以下において、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があ

ると考えられる主な事項を記載しております。また、必ずしも事業等のリスクに該当しない事項について

も、投資判断上、あるいは当社の事業活動を理解する上で重要と考えられる事項については、投資者に対

する情報開示の観点から積極的に開示しております。当社はこれらのリスク発生の可能性を認識した上

で、発生の予防及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、当社の株式に関する投資判断は以下

のリスク及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上で行われる必要があると考えております。本項にお

いては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当事業年度末日現在における当社の判断に

基づいており、全てのリスク要因を正確に網羅するものではなく、また、将来の事項については不確実性

を有しております。

(1) 当社の事業構造にかかるリスクについて

① 当社の収益構造と外国為替市場の変動について

当社は外国為替証拠金取引を中心とした事業を展開しており、主な収益は、顧客と当社との取引成立の

際に顧客の売買単位に応じて徴収する取引手数料、顧客の売り注文と買い注文をマッチングさせることに

より発生する収益及び当社が顧客との間で行った相対取引の成立レートと当社がカバー取引として行った

成立レートの差額（これらを総称して当社ではディーリング収益と呼んでおります）、スワップ授受に伴

う差額等で構成されています。取引手数料及びディーリング収益については顧客の売買回数や売買単位の

増加によって当社の収益機会も増加し、スワップ授受に伴う差額の収益については、顧客全体の建玉数が

増加すること等によって当社の収益機会が拡大することとなります。そのため、外国為替市場においてあ

る程度ボラティリティが高まった方が顧客による売買が活発になり収益機会が拡大することになります。

一方で、外国為替市場のボラティリティが低い時期（いわゆるレンジ相場）が続いた場合でも、当社が独

自に開発した注文発注手法である「トラップトレード(R)」や「リピートイフダン(R)」、「トラップリピ

ートイフダン(R)」、「ダブルリピートイフダン(R)」等を提供することにより、顧客に外国為替証拠金取

引による収益獲得機会を提供して、当社自身も取引手数料等の収益獲得機会を確保することができる等、

外国為替市場の相場変動に大きく左右されないよう経営努力を行っております。しかし、過去にも経験し

た急激な円高時等に見受けられる想定以上の相場変動によって顧客の資産が大きく毀損して、預り資産残

高や顧客全体の建玉数が減少した場合、あるいは、レンジ相場であってもリーマンショック後のように投

資マインドが大きく低下してしまっている時や、平成23年後半から平成24年の年初もしくは平成24年７～

９月頃に見られたような想定以上にボラティリティが低すぎるレンジ相場である時等は、「トラップトレ

ード(R)」「リピートイフダン(R)」「トラップリピートイフダン(R)」さらには「ダブルリピートイフダ

ン(R)」等の注文発注手法を利用したとしても、約定機会が減少し、当社が想定する以上に取引高の低

迷、さらには、複合的な要因の結果として預り資産残高の減少や建玉数の減少につながる可能性もあり、

その際は、当社の業績及び財政状態等に影響を与える可能性があります。

② 外国為替証拠金取引業務の信用リスクについて

当社は外国為替証拠金取引を行う顧客のポジション管理を行い、顧客の口座を毎営業日１分毎に値洗い

しております。当社は決済時に顧客の資産が不足しないように自動ロスカットにおける証拠金維持率等を

定めておりますが、近年における度重なる急激な外国為替市場の相場変動等により、顧客が証拠金の不足

分を支払うことができない状況等が発生した場合、当社は顧客に対する債権の全部または一部について貸

（４）事業等のリスク
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倒れの損失を負う可能性があり、当社の業績及び財政状態等に影響を与える可能性があります。

③ 株式会社三井住友銀行との契約について

当社は顧客の資産保全のため、株式会社三井住友銀行（以下、「三井住友銀行」といいます。）と「顧

客区分管理信託契約書」を締結しております。この契約等は現在の当社が提供する外国為替証拠金取引サ

ービスに関するものであります。本契約については、今後、内容の変更、更新の拒絶、解除、その他の理

由による契約の終了等が生じた場合、または、三井住友銀行の業務に何らかの支障が生じたこと等によ

り、当社が提供している信託保全スキーム等を行うことが困難になった場合等には、当社の業務及び業績

等に影響を与える可能性があります。

④ カウンターパーティーについて

当社が提供する外国為替証拠金取引は、顧客との相対取引であり、当社はその相対取引により発生した

ポジションをリスクヘッジするために、カウンターパーティーに対しても相対取引を行っています。具体

的にはユービーエス・エイ・ジー銀行やモルガン・スタンレー・アンド・カンパニー・インターナショナ

ル・ピーエルシーとＦＸ取引におけるプライムブローカレッジサービス提供に関する契約を締結する等し

て、国内外において財務基盤の盤石な複数の金融機関とカバー取引を行っています。しかしながら、当該

カウンターパーティーがシステム障害やその他の理由により機能不全等の状態に陥った場合、当社は顧客

に対するポジションのリスクヘッジが実施できない可能性が発生する恐れがあり、当社の業務及び業績等

に影響を与える可能性があります。

(2) 当社事業を取り巻く外部環境にかかるリスクについて

① 外国為替証拠金取引に関わる業界の動きについて

外国為替証拠金取引業界は、金融庁主導のもと今までに段階的に規制強化が行われ、「区分管理方法の

信託一本化」、「ロスカット・ルールの整備・遵守の義務付け」さらには「証拠金規制」が導入され、現

在は証拠金率４％以上、最大レバレッジ25倍に設定しなければならないと定められております。これらの

規制内容は、投資家保護を第一とした健全な市場形成のためであり、投機的ではなく、本来あるべき業界

の発展に向けた取り組みであります。また、業界団体である一般社団法人金融先物取引業協会も「スプレ

ッド広告表示の適正性維持に関するガイドライン」や「アフィリエイト広告利用に関するガイドライン」

等の自主規制を健全な市場育成のため必要に応じて定めております。

当社が顧客に提供している商品である「Ｍ２ＪＦＸ」の証拠金率は、法規制の内容に則り一律４％であ

り、これは同業他社においても同じ条件となります。そのため、業界各社とも商品内容、いわゆる商品ス

ペックによる競争で顧客への訴求を行いにくくなった分、また、その他にも自主規制が設けられたため過

激な広告等で顧客を誘引するような訴求が難しくなった分、名目的に顧客へのサービスを強化することや

その中でも唯一商品スペックでの競争が可能なスプレッドの極小化競争、さらには、自主規制の制定に向

けて右往左往があったバイナリーオプションといった代替商品の拡充等で競争を行っております。業界各

社とも段階的な規制強化が導入される前に享受していた収益体制を取り戻すためにやや投機的と感じる顧

客サービスを多様化させている側面があることは拭いきれず、金融庁による規制強化、もしくは、業界団

体等による自主規制の制定等といたちごっこになっている側面もあり、今後の業界の勢力図や顧客動向が

どのように変化するのか読み取ることは難しい状況にあります。そのため、中長期的な資産運用としての

ＦＸ取引サービスの提供に努める当社の優位性についても、場合によっては薄らいでくる可能性もないと

は言い切れず、現状において当社が提供している顧客サービスの内容に満足することなく、さらにブラッ

シュアップを行う必要があると考えております。例として、当社は「せま割20」や「せま割５」といった
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相場環境に応じた最適な注文発注条件の開発、「らくトラ」やスマートフォンに対応した「ポケトラ」と

いった顧客の取引環境の向上、顧客が利用する取引ツールの多様性・利便性の向上等をリリースして実現

してきたように、常に顧客が潜在的に望んでいる一歩先のサービスを当社発で提案できるような態勢充実

に努めております。しかし、当社が計画している様々なサービス向上のためのリリース案件等がスケジュ

ールどおりに進まない場合や、さらなる環境の変化により当社の対応が遅れてしまう場合、もしくは、純

粋に顧客ニーズとのギャップの発生等により読み誤ってしまう場合等は、当社の業績及び財政状態等に影

響を与える可能性があります。

② 外国為替証拠金取引における競争激化について

外国為替証拠金取引業界は、一昨年８月に実施された証拠金率４％以上、最大レバレッジ25倍の証拠金

規制以降、顧客サービスの充実によるサービス合戦以上に、業界団体により表記上の利用方法等において

ガイドラインによる自主規制が設けられたものの、まだまだアフィリエイト広告を用いること等による新

規顧客獲得に係る費用の高騰が見受けられたりします。また、取引所取引である「くりっく365」や「大

証ＦＸ」においても、営業方針面での優位性は残りますが、店頭ＦＸ取引にとっては取引所ＦＸ取引と比

べて不公平が否めなかった税制の問題が平成24年１月より改正され、業界各社とも新規顧客の獲得費用の

高騰を受け入れざるをえない状況を認識しつつ、それとともに既存顧客へのサービスをいかに向上させる

かという創意工夫が求められる競争ステージへと突入しております。そのような中、当社は「トラップリ

ピートイフダン(R)」に代表される特許を取得した当社独自の注文発注手法等で、同業他社とは一線を画

したサービスを中心に訴求し、顧客獲得費用を抑制しながら、顧客へのニーズに応える態勢と質の高いサ

ービスの利便性の提供をもって、顧客満足度の充実による競争力の確保・向上に努めております。しかし

ながら、今後も大資本を用いた新規参入業者の出現、または、外国為替証拠金取引を初めてスタートする

顧客から見て、商品性での差別化が理解されにくくなっていること等による既存のＦＸ会社との競争が、

当社が想定している以上に激化した場合、あるいは、当社の差別化戦略が有効に機能せず、想定以上に費

用が高騰するような状況が発生する場合等には、当社の業績及び財政状態等に影響を与える可能性があり

ます。

(3) 当社の事業体制にかかるリスクについて

① 人員及び組織体制について

当社の役職員数は、当事業年度末日現在において、役員９名、従業員74名（従業員兼務役員は除く）と

いう人員構成であります。事業規模の拡大にはシステム化が可能な部分はシステム化を推進することで、

少数精鋭でも高い収益力を確保できる組織体制の構築に努めており、また、一昨年より年間を通した新卒

採用や中途採用を強化して、継続的に優秀な人材の確保が実現できるよう努めております。今後に関して

は、少数精鋭の人員構成に沿った人員補強を図るとともに、社員教育、研修制度等を充実させ、引き続き

優秀な従業員の定着率向上に努めて参ります。しかしながら、優秀な人材の確保が適時かつ十分に行えな

い場合や、現在社内にいる優秀な人材が大量に外部流出した場合等には、当社の内部管理体制や業務執行

において人的にも組織的にも十分な対応が困難となる可能性があり、業績及び財政状態等にも影響を与え

る可能性があります。

② コンピューターシステム等の障害について

当社の取引システムは、インターネットを経由した注文の受発注、ポートフォリオ管理、情報提供等を

司る顧客向けフロントシステム、マーケットとの取引などを司るミドルシステム及び法定帳簿の記帳や取

引報告書出力など取引決済データ処理等を司る勘定帳票系バックシステム等から構成されています。顧客
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からの取引注文の大部分はインターネットを通じて受注し、一連のコンピュータ処理システムへの接続を

通じて取引を執行しております。そのため、外国為替相場が急激に変動するような局面でも、これら一連

のシステムが常に安定的に稼動し、顧客に平時と変わらず取引可能な環境を提供し続けることが、経営上

の最重要課題の一つであると認識しており、当社では今までも安定的な稼動を提供してきた実績をふま

え、さらなるサービスレベルの維持向上に取り組んでおります。

しかし、これら一連のシステムに動作不良や人為的ミス、想定以上に急激なアクセス数の増加による通

信回線の障害、事故及び外部からの不正な侵入等の犯罪行為等により障害が発生し機能不全に陥った場合

等には、顧客からの取引注文の受付や執行が行えなくなる可能性があり、当社への信用力の低下や損害賠

償請求等により、当社の業績等に支障が生じる恐れがあります。また、東日本大震災等のように、自然災

害に起因して業務に影響をきたすリスクは常に顕在化と隣り合わせにある可能性が考えられます。

そのため、当社では、平成22年にＢＣＰ（事業継続計画）を策定し、それ以降年に２回、毎回策定した

内容に対して様々な災害シーン等を想定して訓練を行い、全社に内容を周知徹底させるとともに、訓練を

行うたびに内容のブラッシュアップを必ず行っています。また、電力不足等の状況や緊急時における電力

確保と業務継続の重要性等を重要視し、現在、当社のサーバー等を設置しているデータセンターにおいて

は、どのような災害時においても緊急態勢で現本社機能と同等の取引環境が提供できる体制を整備し、デ

ィーリング業務等も継続して行うことが出来る体制を確保しております。さらには、二重のバックアップ

体制の確立として、当社の本社オフィスに安全な蓄電池を設置し、災害等により完全停電が発生した際も

独立した電力の確保で４時間以上にわたりデータセンターへの通信を途切れずに保持することが可能とな

っております。その他にも、データベースのバージョンアップや回線の冗長化、通信回線の増強等インフ

ラ環境の充実も常に図り、アクセス数の急激な増加や取引注文が大量に集中することによる顧客との取引

の処理が適切に行えない等のシステム障害が発生しないように先行したシステム投資等を計画的に行って

おります。しかしながら、当社の想像を絶するような災害やテロ等の人災、もしくは、当社の想定をはる

かに上回るようなアクセス数や取引注文の集中等が発生した場合等には、当社の風評、業績及び財政状態

等だけではなく、全業務に深刻な影響を及ぼす可能性があります。

(4) 当社に関連する法的規制などがもたらすリスクについて

① 金融商品取引法について

ⅰ．登録制にかかるリスク

当社は、金融商品取引業を営むため、金融商品取引法第29条に基づく登録を受けております。また、当

社は、金融商品取引法、関連政令、府令等の諸法令に服して事業活動を行っております。金融商品取引業

については、金融商品取引法第52条第１項及び第４項もしくは同法第53条第３項、同法第54条にて登録の

取消となる要件が定められており、これらに該当した場合、登録の取消が命じられることがあります。当

社は社内体制の整備等を行い法令順守の徹底を図り、現時点では取消事由に該当する事実はありません。

しかしながら、将来何らかの理由により登録の取消あるいは監督当局から行政指導等を受けることになっ

た場合、当社の風評、業績及び財政状態等に影響を与える可能性があります。

ⅱ. 自己資本規制比率について

金融商品取引業者には、金融商品取引法に基づき、自己資本規制比率の制度が設けられています。自己

資本規制比率とは、資本金、準備金その他の内閣府令で定めるものの額の合計額から固定資産その他の内

閣府令で定めるものの額の合計額を控除した額の、保有する有価証券の価格の変動その他の理由により発

生し得る危険に対応する額として内閣府令で定めるものの合計額に対する比率をいい、毎月末及び内閣府
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令で定める場合に算出し、内閣総理大臣に届け出なければならないとされています（金融商品取引法第46

条の６第１項）。また、金融商品取引業者は自己資本規制比率が120％を下回ることのないようにしなけ

ればならない（同法第46条の６第２項）とも定められています。内閣総理大臣は、金融商品取引業者の業

務の運営または財産の状況に関し、公益または投資者の保護のため必要かつ適当であると認めるときは、

その必要の限度において、当該金融商品取引業者に対し、業務の方法の変更その他業務の運営または財産

の状況の改善に必要な措置をとるべきことを命ずることができるとされ（同法第51条）、自己資本規制比

率が100％を下回るときであって、公益または投資者保護のため必要かつ適当であると認めるときは、そ

の必要の限度において、３ヶ月以内の期間を定めて業務の全部または一部の停止を命ずることができ（同

法第53条第２項）、さらに、業務停止の日から３ヶ月を経過した日における当該金融商品取引業者の自己

資本規制比率が引き続き100％を下回り、かつ、当該金融商品取引業者の自己資本規制比率の状況が回復

する見込みがないと認められるときは、当該金融商品取引業者の第29条の登録を取り消すことができる

（同法第53条第３項）とされています。また、金融商品取引業者は、毎年３月、６月、９月及び12月の末

日における自己資本規制比率を記載した書面を作成し、当該末日から１ヶ月を経過した日から３ヶ月間、

全ての営業所または事務所に備え置き、公衆の縦覧に供しなければならない（同法第46条の６第３項）と

もされています。なお、当社における直近（平成25年３月）の自己資本規制比率は約550％であり、本項

目で記載されている自己資本規制比率の値を上回っております。ただし、本項目で記載されている要件に

抵触した場合には業務の停止命令等の行政処分を受ける可能性があり、当社の風評、業績及び財政状態等

に影響を与える可能性があります。

ⅲ. 顧客資産の区分管理について

金融商品取引法では、金融商品取引業者などは、その行うデリバティブ取引等に関し、顧客から預託を

受けた金銭または有価証券その他の保証金または有価証券については、内閣府令で定めるところにより、

自己の固有財産と区別して管理しなければならない旨が定められております（金融商品取引法第43条の３

第１項）。当社は、外国為替取引における顧客からの預り資産（外貨資産、スワップも含む）について、

提携先金融機関を通じて独自の区分管理を行い、顧客資産を保全できる体制を整えております（名称：ト

ラスト アカウント プロテクション(R)）。当社の「トラスト アカウント プロテクション(R)」は、高い

透明性をもって、証拠金及び為替損益を顧客区分管理信託口座で区分保管しております。当社は、毎営業

日に当社のシステムにより時価残高（有効証拠金）の額を評価替えし、時価残高の総額以上の金銭が顧客

区分管理信託口座に分別されていることを確認して、時価残高の保全を図っております。しかしながら、

当社も予見できないようなトラブルの発生やシステム障害等により時価残高の総額が正しく算定できなか

った場合、または、当社の対応が適切でない場合等、顧客区分管理信託口座で区分管理された金銭が時価

残高の総額に不足した場合には、顧客の時価残高の一部が返還されない恐れがあります。そのような事態

が起こった場合、当社は著しく信用を損う恐れが想定され、当社の事業、風評、業績及び財政状態等に影

響を与える可能性があります。

ⅳ. 適合性の原則、取引開始基準などについて

金融商品取引業者等は、業務の運営の状況が次の各号のいずれかに該当することのないように、その業

務を行わなければならないとされています（金融商品取引法第40条）。

一 金融商品取引行為について、顧客の知識、経験、財産の状況及び金融商品取引契約を締結する目的に

照らして不適当と認められる勧誘を行って投資者の保護に欠けることとなっており、または欠けることと

なるおそれがあること。

二 前号に掲げるもののほか、業務に関して取得した顧客に関する情報の適正な取扱いを確保するための
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措置を講じていないと認められる状況、その他業務の運営の状況が公益に反し、または投資者の保護に支

障を生ずるおそれがあるものとして内閣府令で定める状況にあること

当社は、金融商品取引の受託等を行うにあたっては、顧客の実情に適合した取引を行うため、社内規程

などにて取引開始基準などを定め、この基準に適合した顧客と取引を行うように努めておりますが、当社

における不備等により上記事項に該当するような顧客と取引を行い、行政当局等から処分等を受けた場合

は、当社の風評、業績及び財政状態等に影響を与える可能性があります。

ⅴ. その他の禁止行為について

金融商品取引法第38条では、勧誘の要請をしていない顧客に対し業者が訪問または電話による勧誘を行

うこと（いわゆる「不招請勧誘」）や、契約を締結しない旨の意思を表示した顧客に対して勧誘をするこ

と、あるいは、断定的判断を提供して顧客を勧誘すること等の禁止行為が定められております。特に、不

招請勧誘の禁止については、顧客が電話や個別訪問による勧誘を受け、リスクや取引の仕組み等について

十分に理解しないまま受動的に取引を開始したことによるトラブルから社会問題に発展したことに鑑み、

投資家保護及び取引業者が適正な勧誘を履行するために設けられている法規制でありますが、当社は創業

時より不招請勧誘の禁止を意識し、社員教育を徹底し、法令遵守に基づいた営業展開を行っております。

しかし、社員教育の徹底が疎かになり金融商品取引法第38条に抵触する行為が行われ、行政当局より処分

等が行われた場合、当社の風評、業績及び財政状態等に影響を与える可能性があります。

② 犯罪による収益の移転防止に関する法律について

当社では、テロ資金や犯罪収益の追跡のための情報確保とテロ資金供与およびマネー・ロンダリングな

どの利用防止を目的として制定された「犯罪による収益の移転防止に関する法律」に基づき所定の本人確

認書類などを顧客から徴収して本人確認を実施するとともに、本人確認記録及び取引記録を保存しており

ます。さらに、平成25年４月１日からはこの「犯罪による収益の移転防止に関する法律」が改正され、取

引時の確認事項が増えたり特定事業者が新たに追加されたりして、法律内容の強化が図られております。

しかし、当社の業務方法が同法に適合していないという事態、もしくは、今後さらにより厳しい本人確認

の実施を求める法令改正などが行われたりした場合、当社の取引口座の開設その他業務に影響を与え、当

社の風評、業績及び財政状態等に影響を与える可能性があります。

③ 個人情報の保護に関する法律について

当社は、「個人情報の保護に関する法律」の遵守を重要な経営課題と位置づけて取り組んでおります。

当社においては平成19年７月にプライバシーマークを取得し、関連する社内規程を整備の上、役員及び従

業員への啓蒙・教育活動の実施に取り組んでおります。また、当社がその顧客の個人情報を取扱う業務を

外部に委託する場合であっても、外部委託先に対して秘密保持義務を課すなど、その保護・管理には細心

の注意を払っております。しかしながら、不測の事態によって個人情報の外部漏洩が発生した場合には、

当社の信用低下や損害賠償請求等により当社の風評、業績及び財政状態等に影響を与える可能性がありま

す。

④ 各種法的規制の変更について

当社は、金融商品取引法、外国為替及び外国貿易法、信託法、金融商品取引業等に関する内閣府令、犯

罪による収益の移転防止に関する法律、個人情報の保護に関する法律等に加え、金融商品の販売等に関す

る法律（金融商品販売法）、消費者契約法、一般社団法人金融先物取引業協会の定める諸規則等の各種法

令等に従って業務を遂行しております。しかし、金融商品取引等に関連する法的規制は、今後も、その

時々の時勢等によって投資家保護等に則った内容へと変更される可能性があります。当社は、監督官庁や

業界団体等とも日頃から一定のコミュニケーションをとることで正確な情報収集に努め、将来的に当社業
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務に関係する各種法令等や実務慣行、解釈等の新設や変更等があった場合には、当社の各種業務や財務方

針、または、当社の顧客の取引動向等に関係し、迅速に対応するように努めて参りますが、その内容等に

よっては、当社の業績及び財政状態等に影響を与える可能性があります。

(5) 訴訟等について

本決算短信提出日現在、当社が争っている訴訟等はありません。しかし、今後新たな訴訟が発生する

等、その内容如何によっては、当社の風評に重大な影響を与え、業績及び財政状態等にも影響を与える可

能性があります。

(6) 新株予約権（ストック・オプション）について

当事業年度末日現在、ストック・オプションを含む新株予約権による潜在株式総数は7,045株であり、

これら新株予約権が全て行使された場合、行使前発行済株式総数54,591株の12.9％に当たります。現在付

与されている新株予約権の行使が行われた場合、当社の１株当たりの株式価値が希薄化し、当社株式の価

格形成に影響を与える可能性があります。また、ストック・オプションなどを付与する場合は費用計上が

義務付けられているため、今後、業績向上に対する意欲や士気を高めることを目的にストック・オプショ

ンなどの付与を行った際は、当社の業績等に影響を与える可能性があります。

当社グループは、個人の顧客及び法人の顧客を相手として外国為替証拠金取引サービスを提供する株式会

社マネースクウェア・ジャパン（当社）と非連結子会社１社により構成されています。

当社は、非連結子会社である MONEY SQUARE INTERNATIONAL, INC. を、資産や営業収益等からみて、当企

業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして連結対

象範囲から除外しております。そのため、連結財務諸表を作成しておりません。

２．企業集団の状況
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当社の経営理念は、「挑戦と規律」“Challenge and Standard”を基本としています。

創業時より当社は外国為替市場とお客様の架け橋となるべく、この２つの言葉を理念として掲げてい

ます。

１.“Challenge”「挑戦」 私たちは３つのＰにChallengeいたします。

・Pioneer --- 既成概念や常識にとらわれない新たな金融市場の開拓

・Professional --- 最高品質の商品とサービスの提供を追及するプロフェッショナルマインド

・Partnership  --- わかり合い、ともに歩む、お客さまと結ぶ長く厚い信頼関係

２.“Standard”「規律」 私たちは３つのStandardの実現を目指します。

・High Standards of Discipline （高い規律）

・de facto Standard （業界標準）

・Global Standard （世界標準）

外貨投資、特に外国為替証拠金取引はリスクを伴った取引です。そのリスクを十分に理解し、金融商

品としての「規律」を保っていくことで、私たちはこれからも業界の“Standard”「標準」を作るよう

努めて参ります。

また、「卓越した資産保全策による投資家保護方針と、少数精鋭による高度に洗練されたマーケティ

ング」のもと、当社は、お客様から預った財産を当社の固有の財産と分別して、確実にかつ整然と保管

する業界最高レベルの『顧客区分管理信託』スキームを確立し、確固たる投資家保護方針を貫いていま

す。当社は、お客様の資産を守り、殖やし、そしてその資産が受け継がれていくべく、優れた実績を持

つ少数精鋭のスタッフがお客様のニーズに一つ一つお応えし、お客様の投資経験や運用スタイルに合わ

せながら、それぞれのお客様に無理のない最も適切な投資方法を案内していけるよう努めて参りたいと

考えております。

「マネーゲームではない資産運用としてのＦＸ取引」を浸透させるため、あらゆる投資家層において

十二分に満足していただける投資環境の構築と商品群の開発の実現を目指すと同時に、以下の事項につ

いても目指して参ります。

１．ＦＸ業界のリーディングカンパニーを目指す

２．安心・信頼できる取引環境の提供

３．ＦＸ取引の『新たな価値』の提供

４．投資教育の充実化

５．株主増加計画

当社は、目標とする経営指標として、収益性の面では企業価値の最大化のため、株主資本の効率性を

示す自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）を掲げております。

また、安全性の面に関しては、顧客の大事な資産を預り、リスク性の高い金融商品を取扱っているこ

とを鑑み、安心・安全な投資環境を提供することが重要であるとの認識から、自己資本規制比率を高く

維持することを重視しております。平成25年３月末現在では、約550％と高い自己資本規制比率を維持

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

① 当社の経営理念

② 当社の経営の基本方針

（２）目標とする経営指標
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しております。

なお、当社のバランスシートは、顧客から預託を受けた証拠金に係る科目が金額の大多数を占めるた

め、顧客から預託を受ける証拠金が増加を続け、その割合が拡大すればするほど、自己資本比率が低下

する要因になります。そのため、当社においては、一般的な経営指標として用いられる自己資本比率を

参考にする場合には、注意が必要です。

当社の収益の源泉は、実際に顧客が取引を行うことから派生するトレーディング収益（取引手数料、

ディーリング収益等）であります。そのため、顧客の損益状況に関係なく当社自身が一時的に収益が増

大する近視眼的な戦略ではなく、「お客様に長く取引をし続けていただくためにはどうすればいいの

か？」という考えに基づき、中長期的な視点をもって顧客基盤の拡大を中心とした戦略に努めること

で、安定的にかつ長期的に収益の拡大が実現でき、その結果として企業価値を高め、飛躍・成長につな

がると考えております。このような考えのもと、当社の中長期的な経営戦略についての主な施策は次の

とおりであります。

① 新規顧客の獲得（顧客裾野の拡大）戦略

● 広告宣伝・ブランディング・ＰＲ活動戦略

外国為替証拠金取引業界の中でも店頭ＦＸ取引を業としている会社は、金融商品取引法で不招請勧誘

の禁止が定められています。そのため、事前の承諾がなければ顧客に勧誘行為を行うことができず、ほ

とんどの場合、ファーストコンタクトは顧客からの能動的なアクションに委ねるしか方法がありませ

ん。そこで、当社は、企業価値拡大のための基盤であり最重要項目である新規顧客の獲得（顧客裾野の

拡大）については、積極的な広告宣伝・ブランディング・ＰＲ戦略を用いて行っております。具体的に

は、

(a)ＴＶ番組・ＴＶＣＭ等を用いた認知率の上昇と顧客へのリーチの拡大

(b)ＳＥＯ対策等を充実させ、ターゲティング力を高めての顧客獲得態勢の確立

(c)顧客獲得実現まで到達させるＷＥＢコンテンツの開発とＷＥＢコミュニケーションの充実

(d)世間的な理解促進のために各種メディアを活用した正しい外国為替証拠金取引の啓蒙活動

などで、

『ＴＶ番組・ＴＶＣＭ』×『ＷＥＢ戦略』×『各種メディア・雑誌等』×『その他プロモーション』

という図式のもと、最近では、顧客サービスや利便性向上のためのリリース案件や各種キャンペーン等

の情報を用いて効果的にアプローチできるように提供に工夫を施したり、プロ野球球団である東京ヤク

ルトスワローズとのオフィシャルスポンサー契約の継続等、アプローチの範囲を広く潜在的な顧客への

訴求を図りながら、同業他社が行ってこなかったような広告宣伝・ブランディング・ＰＲ活動を実施す

ることで、明確に業界内での差別化を訴求し、さらには確固たる地位の構築を図り、今後も最大限、顧

客基盤の拡大につながるよう広告宣伝・ブランディング・ＰＲ活動を行って参ります。

● 「トラリピＦＸ バーチャル」を通じた潜在的顧客の囲い込み

当社は、顧客が取引を行うトレードシステムとは別に、実際のトレードシステムと同様の環境下にお

いて外国為替証拠金取引を体験できる「トラリピＦＸ バーチャル」を提供しており、当事業年度末日

現在で55,000を超える会員がアカウント登録を行っております。外国為替証拠金取引はリスクある金融

商品取引であるため、その商品性を正確に理解することは極めて重要であり、また、あらかじめ「トラ

ップリピートイフダン(R)」などの当社独自の注文発注手法を利用体験しておくことで、実際のトレー

（３）中長期的な会社の経営戦略
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ドを行う際もスムーズにトレードがスタートできるように心掛けてシステムの作り込みやサービスの提

供を行っております。このバーチャルトレード会員から実際の口座開設に至る件数も毎月一定の割合で

推移しており、当社の潜在的な顧客の囲い込みと新規の顧客獲得ツールとして重要なコンテンツの一つ

となっております。また、同じバーチャルトレード機能が利用できるサイト「熱血！ＦＸ部」も、当事

業年度末日現在で約18,000アカウントまで拡大し、口コミや情報交換、定期的に開催されるイベントな

どを通して、ＦＸ投資家の裾野拡大とレベルアップを図っております。今後もバーチャルトレード会員

の拡大とともに、当社の魅力的なサービスや利便性の訴求に努め、顧客獲得の重要なツールの一つとし

てコンテンツの充実を図って参ります。

② 既存顧客のメンテナンス

● 「Ｍ２ＪＦＸ」を通じたＦＸ取引サービスの充実

当社は、最大レバレッジ25倍、証拠金率４％以上に対応した「Ｍ２ＪＦＸ」という商品を用いて顧客

向けサービスを提供し、ＦＸ取引サービスを提供する会社としてのブランドの確立に努めております。

昨今、従前より当社が提唱している外国為替証拠金取引での資産運用が本格的に浸透しつつある中、そ

れに比例して当社の顧客口座数も前事業年度末比31.7％増になるなど大幅に増加しております。しか

し、業界では、証拠金規制が導入されて一律に最大レバレッジ25倍となった現況においても、大量注

文・高速売買を誘引するビジネスモデルで、限界的なスプレッド競争等を行っている同業他社が多いこ

とも確かです。当社は、特許を取得した独自の注文発注手法の開発や「資産運用としてのＦＸ取引」サ

ービスの充実に注力してきたことで同業他社とは一線を画してきた実績で、安定的な収益確保と成長性

を兼ね揃えた収益獲得を実現できるような確固たる顧客基盤が整いつつあると感じており、それが、当

社の今後の飛躍のエンジンになるものと考えております。

● 「Ｍ２ＪＦＸアカデミア」の運営と投資家教育

当社は、創業当時から行ってきた会場やＷＥＢによる投資家向けセミナーを発展させ、「Ｍ２ＪＦＸ

アカデミア」という独自の投資教育プログラムを平成23年７月にスタートさせました。顧客に中長期的

な収益性と安定性を伴った資産運用を学べる場を提供することで個人投資家のリスク管理やトレード技

術のレベルアップ等を目指し、中長期的に「負けない」「負けにくい」「勝てる」投資家の育成に注力

しております。

③ 指値量の増加策

● 知的財産を用いた戦略

当社は、低ボラティリティな相場状況であれ、トレンドが出ている相場状況であれ、次の相場の動き

がいかなるアクションを起こそうと、相場に参加していなかったことによる取引機会の逸失という事象

が起こることのないよう指値注文を発注しておくことが重要であると考え、そしてそれが、顧客自身の

収益機会を逃さず着実に収益を積み上げていくことにつながり、当社自身も顧客の取引機会の確保が収

益の向上につながるようになっております。それらをカバーする当社の顧客サービスの中で特長的なも

のに、当社が開発し特許を取得した「トラップトレード(R)」「リピートイフダン(R)」「トラップリピ

ートイフダン(R)」「ダブルリピートイフダン(R)」等の独自の注文発注手法があります。そして「トラ

ップリピートイフダン(R)」をさらに進化させるべく、平成24年３月より「トラリピ(R)プロジェクト

2012」と題して、第１弾となる「せま割20」、第２弾となる「らくトラ」、第３弾となる「ポケトラ」

で、さらには、平成24年10月より「トラリピ(R)プロジェクト ＳＥＡＳＯＮ２」と題して、第１弾の

「せま割５」、第２弾の「ポケトラ ｆｏｒ Ａｎｄｒｏｉｄ」、第３弾の「トラリピランキング」をそ

れぞれリリースしております。今後も顧客の取引における収益拡大の一助になるような注文発注手法や
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付随する機能等などを開発して、提供して参ります。

④ 相場情報、戦略・戦術情報の充実化策

● 顧客への有益な情報配信を強化

低ボラティリティな相場状況からトレンド相場に移行した局面では、ポジション状況やリスク管理と

いったトレードに関するディフェンシブな情報の充実から、質の良い相場情報やトレードの戦略・戦術

情報の充実が求められます。そのため、当社では、Ｍ２ＪＦＸアカデミア主導で「全国セミナーツア

ー」という業界トップクラスの専門家が講師を務めるセミナーツアーを敢行し、Ｆａｃｅ ｔｏ Ｆａｃ

ｅ で顧客とのコミュニケーションを重視した上で、これから先の相場の捉え方・考え方の一助になる

ような充実した内容で実施しております。また、当社は、平成24年９月に「市場調査室」を新設し、マ

クロ経済・金融市場動向の調査・分析を中心に行い、当社が奨める中長期投資の視点に立って、中立・

専門的な立場から、個人投資家のみならず法人顧客の投資判断にも大いに役立つ情報提供を行っており

ます。指値量の増加策によってボリュームが膨らみ、取引参加者が増えた状況においては、尚に増して

それらが求められていると考えており、引き続き顧客への有益な情報配信の強化に務めて参ります。

⑤ 業務提携等による収益コンテンツの拡大

現在、当社の収益源は、外国為替証拠金取引に起因する収益が、ほぼ100％に近い状態になっており

ます。今後も、当社の収益源については拡充する考えではありますが、当社の保有する知的財産や様々

なリソースやノウハウを活用できるアライアンスや業務提携等の案件があれば積極的に取り組み、収益

源の多様化を図って参りたいと考えております。

⑥ 海外市場の展開

当社は、平成23年１月に在外関係会社 MONEY SQUARE INTERNATIONAL, INC. を米国に設立いたしまし

た。現状は、当社の収益等に与える影響は極めて小さい段階ではありますが、今後は海外での事業展開

の足掛かりとして事業の確立や海外企業との提携等も実現して参りたいと考えております。

当社は、外国為替証拠金取引事業における収益の比率が極めて高く、収益面においては少なからず外

国為替相場の環境に左右される可能性があります。当社は外国為替相場や市況の好不況にかかわらず安

定的に収益を計上するため、既存の事業を一層拡充することに加えて外国為替証拠金取引を通じた収益

源の多様化やブランド力の向上等を実現していくことが課題であると認識しております。会社の経営戦

略を早期かつ確実に実現していくため、今後の対処すべき課題として、既に記述してきた内容及び次に

掲げる内容の施策に取り組んでいく方針であります。

①業界のオンリーワンでナンバーワンのＦＸ会社を目指すことについて

現在、ＦＸ業界では、金融サービスとしての対価である手数料が無料と化している状態が長く続き、

過度なキャンペーン展開や限界的なスプレッド競争が横行していると感じられるほど、各ＦＸ会社同士

のコスト競争や体力勝負が長く展開されております。それに対して当社は、これらの競争とは一線を画

し、適正な手数料と適正なスプレッド、そして、「正しい投資教育や顧客向けコンテンツの充実」「特

許を取得している当社独自の自動発注機能シリーズ」という２つの強みを軸に、顧客に『資産運用とし

てのＦＸ取引』のノウハウを提供することに経営資源を集中させることで、顧客口座数や預り資産残高

の増加状況、さらには、業績面でも営業収益、営業利益、経常利益や当期純利益の結果にあるとおり大

幅な増収増益を実現し、過去最高の業績を達成することができました。今後も、当社の最大の強みであ

るこの差別化路線に磨きをかけ、さらなる業績の拡大につなげて参りたいと考えております。

（４）会社の対処すべき課題
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②さらなるブランド力の向上について

顧客口座数や預り資産残高、業績面の拡大につながった要因の一つに、昨年も対処すべき課題の一つ

として掲げていた「ブランド力の向上」の効果があると考えております。特に収益を生み出す源泉とな

る顧客基盤の拡大においては、既存顧客のメンテナンスと同様に、常に新規顧客の獲得が重要になって

おります。一連のＦＸ業界への規制導入やＦＸ税制の改正等を経て、ＦＸ業界各社は条件面を全面的に

押し出す訴求は難しさを増していると感じております。その点、当社は、「マネーゲームではない資産

運用としてのＦＸ取引」というコンセプトのもと、

『ＴＶ番組・ＴＶＣＭ』×『ＷＥＢ戦略』×『各種メディア・雑誌等』×『その他プロモーション』

と、①で述べた当社の強みである２点を軸に差別化路線を踏襲し、それぞれのメディアを相互に活用す

るクロスオーバー的戦略でブランディングを行い、さらには、積極的にＩＲや広報活動を実行してきた

ことも相乗効果を功し、その結果、従前に比べてのブランド力の向上につながり、顧客基盤の拡大に大

きくつながったと考えております。しかし、まだまだ当社ブランドが世間的に大きく浸透しているとは

言い難い側面も多々あるため、引き続き、当社のブランド力の向上に邁進していきたいと考えておりま

す。

③優秀な人材の確保と育成について

顧客に対して適切に資産運用としてのサービスを提供するためには、何よりも正しい金融モラルを持

ち、高い金融リテラシーを備えた優秀な人材の確保と、その継続的な育成が重要であると考えておりま

す。人材確保には、少数精鋭の組織構成の特徴上、即戦力と判断できる人員の中途採用と、将来、当社

の中心となって業務に従事すると見込んだ新卒学生の採用とをバランスよく実施し、当社の企業理念に

則した研修と実務を中心とした人材の育成を図っております。また、資産運用の観点から考えると、広

く金融分野に精通して、全方位的な人格形成も備わっていなければならないと考えております。今後

も、中長期的に当社の企業価値を高めていくため、適切に優秀な人材の獲得、人材の育成と社員教育の

強化、また、それに応える人事制度の確立に取り組んで参ります。

④細分化している顧客ニーズへの対応について

以前と比べて、金融サービスが情報処理産業やソーシャルビジネスと化していっている現況と、それ

らに伴い個人投資家の投資スタイルが従前と比べて変貌しつつあるとも考えられる状況の中、顧客ニー

ズについてはソフト面もハード面もますます細分化・多様化されてきていると感じています。当社は、

これらの様々な顧客ニーズに最大限対応すべく、当社のＩＴインフラ力を活かしたサービスの展開、ス

マートフォンやタブレット端末等のＩＴデバイスへの対応、新しいトレード手法の開発やそれに対応し

たトレードツール等の開発・対応、ＳＮＳ等のソーシャルメディアを十二分に取り込んだサービス力ア

ップといったもの等、今後も多岐多様になりつつある顧客ニーズや各顧客のトレードスタイル等の変化

への対応を迅速に展開し、一歩進んだ同業他社との差別化をさらに拡大し、当社の顧客優位性を一層図

って参ります。
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４．財務諸表
（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1  2,222,622 ※1  2,419,996

分別管理信託 ※2  28,039,811 ※2  39,102,841

外国為替取引評価勘定 ※3  72,182 －

前払費用 38,135 37,546

繰延税金資産 23,344 49,196

その他 2,621 8,451

流動資産合計 30,398,718 41,618,033

固定資産

有形固定資産

建物 186,929 202,931

減価償却累計額 △68,736 △92,272

建物（純額） 118,193 110,659

工具、器具及び備品 309,748 306,358

減価償却累計額 △200,408 △229,856

工具、器具及び備品（純額） 109,340 76,502

有形固定資産合計 227,533 187,161

無形固定資産

ソフトウエア 350,145 406,047

ソフトウエア仮勘定 79,924 79,233

その他 870 853

無形固定資産合計 430,940 486,134

投資その他の資産

投資有価証券 121,000 121,000

関係会社株式 8,146 16,201

長期前払費用 630 117

差入保証金 69,950 80,206

その他 2,319 3,336

投資損失引当金 △120,995 △120,995

投資その他の資産合計 81,051 99,865

固定資産合計 739,526 773,161

資産合計 31,138,244 42,391,195
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(単位：千円)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

顧客預り勘定 ※4  27,043,140 ※4  37,281,333

外国為替取引評価勘定 － ※3  140,074

短期借入金 ※1, ※5  300,000 ※5  20,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1  40,000 ※1  40,000

未払金 173,198 255,425

未払法人税等 141,646 452,040

ポイント引当金 32,769 31,226

その他 11,941 14,489

流動負債合計 27,742,696 38,234,591

固定負債

長期借入金 ※1  120,000 ※1  80,000

資産除去債務 62,108 67,397

繰延税金負債 4,548 2,748

固定負債合計 186,657 150,146

負債合計 27,929,353 38,384,737

純資産の部

株主資本

資本金 1,224,005 1,224,005

資本剰余金

資本準備金 1,129,005 1,129,005

その他資本剰余金 － 36,112

資本剰余金合計 1,129,005 1,165,117

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 1,080,573 1,795,878

利益剰余金合計 1,080,573 1,795,878

自己株式 △271,912 △225,396

株主資本合計 3,161,671 3,959,604

新株予約権 47,219 46,852

純資産合計 3,208,891 4,006,457

負債純資産合計 31,138,244 42,391,195
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（２）損益計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

営業収益

トレーディング損益 2,623,253 3,717,885

営業収益計 2,623,253 3,717,885

営業費用

販売費及び一般管理費 ※1  2,191,155 ※1  2,401,390

営業利益 432,097 1,316,494

営業外収益

受取利息 1,404 3,272

受取保険金 － 106

未払配当金除斥益 845 －

補助金収入 － 1,160

その他 269 68

営業外収益合計 2,518 4,607

営業外費用

支払利息 11,686 9,318

支払手数料 234 8

その他 － 78

営業外費用合計 11,921 9,406

経常利益 422,695 1,311,696

特別損失

固定資産除却損 ※2  6,599 ※2  5,298

特別損失合計 6,599 5,298

税引前当期純利益 416,095 1,306,397

法人税、住民税及び事業税 181,970 533,176

法人税等調整額 △1,664 △27,651

法人税等合計 180,305 505,524

当期純利益 235,789 800,873
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（３）株主資本等変動計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 1,224,005 1,224,005

当期末残高 1,224,005 1,224,005

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 1,129,005 1,129,005

当期末残高 1,129,005 1,129,005

その他資本剰余金

当期首残高 － －

当期変動額

自己株式の処分 － 36,112

当期変動額合計 － 36,112

当期末残高 － 36,112

資本剰余金合計

当期首残高 1,129,005 1,129,005

当期変動額

自己株式の処分 － 36,112

当期変動額合計 － 36,112

当期末残高 1,129,005 1,165,117

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 934,040 1,080,573

当期変動額

剰余金の配当 △89,256 △85,568

当期純利益 235,789 800,873

当期変動額合計 146,533 715,304

当期末残高 1,080,573 1,795,878

自己株式

当期首残高 △174,795 △271,912

当期変動額

自己株式の取得 △97,116 △924

自己株式の処分 － 47,439

当期変動額合計 △97,116 46,515

当期末残高 △271,912 △225,396

株主資本合計

当期首残高 3,112,254 3,161,671

当期変動額

剰余金の配当 △89,256 △85,568

当期純利益 235,789 800,873

自己株式の取得 △97,116 △924

自己株式の処分 － 83,552

当期変動額合計 49,416 797,933

当期末残高 3,161,671 3,959,604
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

新株予約権

当期首残高 27,611 47,219

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 19,607 △366

当期変動額合計 19,607 △366

当期末残高 47,219 46,852

純資産合計

当期首残高 3,139,866 3,208,891

当期変動額

剰余金の配当 △89,256 △85,568

当期純利益 235,789 800,873

自己株式の取得 △97,116 △924

自己株式の処分 － 83,552

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 19,607 △366

当期変動額合計 69,024 797,566

当期末残高 3,208,891 4,006,457
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（４）キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 416,095 1,306,397

減価償却費 181,922 193,703

固定資産除却損 6,599 5,298

株式報酬費用 19,858 13,905

受取利息 △1,404 △3,272

支払利息 11,686 9,318

ポイント引当金の増減額（△は減少） △358 △1,542

為替差損益（△は益） △288 83

分別管理信託の増減額（△は増加） △8,259,949 △10,452,743

前払費用の増減額（△は増加） △26,443 589

未払金の増減額（△は減少） 12,175 82,835

短期差入保証金の増減額（△は増加） 40,000 －

顧客預り勘定の増減額（△は減少） 8,327,583 10,238,193

外国為替取引評価勘定(流動資産)の増減額(△は
増加)

△72,182 72,182

外国為替取引評価勘定(流動負債)の増減額(△は
減少)

－ 140,074

その他 6,197 4,575

小計 661,493 1,609,598

利息の受取額 1,562 2,203

利息の支払額 △11,702 △9,318

法人税等の支払額 △135,525 △228,221

営業活動によるキャッシュ・フロー 515,827 1,374,262

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △3,000,000 △900,000

定期預金の払戻による収入 3,000,000 800,000

定期預金の担保差入れによる支出 △200,000 △200,000

有形固定資産の取得による支出 △118,336 △19,786

無形固定資産の取得による支出 △261,136 △190,210

差入保証金の差入による支出 △4,656 △10,515

差入保証金の回収による収入 － 260

関係会社出資金の払込による支出 － △8,055

その他 △1,016 △1,016

投資活動によるキャッシュ・フロー △585,145 △529,323

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 3,000,000 400,000

短期借入金の返済による支出 △2,700,000 △680,000

長期借入金の返済による支出 △40,000 △40,000

配当金の支払額 △89,253 △85,568

自己株式の取得による支出 △97,350 △932

ストックオプションの行使による収入 － 69,308

その他 845 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 74,240 △337,193

現金及び現金同等物に係る換算差額 288 △83

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,211 507,661

現金及び現金同等物の期首残高 1,524,746 1,529,957

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  1,529,957 ※1  2,037,618
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該当事項はありません。

１ 分別管理信託の評価基準及び評価方法

時価法を採用しております。

２ デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法を採用しております。

３ 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法を採用しております。

(2) その他有価証券

・時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

４ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

但し、建物（建物附属設備は除く）については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

・ 建 物：３～15年

・ 工具器具及び備品：３～20年

(2) 無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

(3) リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リースのうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５ 引当金の計上基準

(1) 投資損失引当金

投資に係る損失に備えるため、被投資会社の財政状態等を勘案し、損失負担見込額を計上しておりま

す。

(2) ポイント引当金

顧客に付与されたポイントの利用による費用発生に備えるため、将来利用すると見込まれる額を計上し

ております。

（５）財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

(重要な会計方針)
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６ ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引について、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

(3) ヘッジ方針

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契

約毎に行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップ取引について、特例処理の要件を満たしておりますので、有効性評価を省略しておりま

す。

７ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

８ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理

税抜方式を採用しております。

また、控除対象外消費税等は、発生事業年度の費用として処理しております。

会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以降に取得した有形固定資産に

ついては、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。なお、この変更による当事

業年度の損益に与える影響は軽微であります。

※１ 担保資産

担保に供している資産は次のとおりであります。

(1)

上記に対応する債務

(会計方針の変更)

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

現金及び預金（定期預金） 600,000千円 400,000千円

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

短期借入金 300,000千円 ― 千円

１年内返済予定の長期借入金 40,000千円 40,000千円

長期借入金 120,000千円 80,000千円

合計 460,000千円 120,000千円
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(2)外国為替証拠金取引に関連して生じる債務およびこれに関連して金融機関が行っている支払承諾

契約（極度額4,000,000千円、前事業年度は2,500,000千円）に基づく債務保証に対する担保として、

現金及び預金（定期預金）1,500,000千円（前事業年度は1,100,000千円）を差し入れるとともに、顧

客区分管理信託契約に基づく信託受益権に係る信託財産のうち、顧客区分管理必要額等控除後の残余

財産に対して、金融機関を質権者とする質権を設定しております。

※２ 分別管理信託

外国為替証拠金取引に係る顧客から受け入れた取引証拠金等を区分管理するため、信託業務を行って

いる銀行と顧客区分管理信託契約を締結しております。

※３ 外国為替取引評価勘定

カウンターパーティー（カバー取引先金融機関）とのカバー取引の評価損益について外国為替取引評

価勘定として計上しております。

※４ 顧客預り勘定

顧客との外国為替証拠金取引により発生するものであり、顧客から受け入れた取引証拠金に顧客の損

益を含めた残高で表示しております。

なお、顧客預り勘定の内訳は下記のとおりであります。

※５ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。

当座貸越契約に係る借入金未実行残高等は次のとおりであります。

※１ 販売費及び一般管理費の主なもののうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は次のとおりであ

ります。

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

預り証拠金 31,279,388千円 41,401,498千円

確定損益未受渡分 32,356千円 13,758千円

未決済残高評価損益 △4,268,605千円 △4,133,922千円

顧客預り勘定 合計 27,043,140千円 37,281,333千円

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

当座貸越極度額の総額 600,000千円 400,000千円

借入実行残高 300,000千円 ― 千円

差引額 300,000千円 400,000千円

(損益計算書関係)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

役員報酬 144,758千円 170,055千円

給与手当 363,360千円 393,487千円

広告宣伝費 592,912千円 657,349千円

ポイント引当金繰入額 32,769千円 31,226千円

減価償却費 181,922千円 193,703千円

支払報酬 123,596千円 96,108千円

電算機費 162,835千円 202,862千円

おおよその割合

販売費 56％ 56％

一般管理費 44％ 44％
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※２ 固定資産除却損

固定資産除却損の内訳は以下のとおりであります。

前事業年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

２．自己株式に関する事項

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

取締役会決議による自己株式の取得による増加 2,049株

３．新株予約権等に関する事項

(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要

第９回新株予約権の増加は、発行によるものであります。

３ 第８回新株予約権、第９回新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

前事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

工具、器具及び備品 1,808千円 476千円

ソフトウェア 4,791千円 －千円

ソフトウェア仮勘定 －千円 4,821千円

(株主資本等変動計算書関係)

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 54,591 ― ― 54,591

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 5,004 2,049 ― 7,053

新株予約権の内訳
目的となる

株式の種類

目的となる株式の数(株） 当事業年

度末残高

(千円)

摘要当事業

年度期首
増加 減少

当事業

年度末

第５回新株予約権(ストック・

オプションとしての新株予約権)
普通株式 5,700 ― ― 5,700 ―

第７回新株予約権(ストック・ 

オプションとしての新株予約権)
普通株式 946 ― ９ 937 26,170

第８回新株予約権(ストック・ 

オプションとしての新株予約権)
普通株式 1,310 ― 11 1,299 15,342

第９回新株予約権(ストック・ 

オプションとしての新株予約権)
普通株式 ― 350 ― 350 5,706 (注)２

合計 7,956 350 20 8,286 47,219

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 89,256 1,800.00 平成23年３月31日 平成23年６月27日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 85,568 1,800.00 平成24年３月31日 平成24年６月29日
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当事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

１．発行済株式に関する事項

２．自己株式に関する事項

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

取締役会決議による自己株式の取得による増加 21株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

ストック・オプションの権利行使による自己株式の処分による減少 1,230株

３．新株予約権等に関する事項

(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要

第５回新株予約権の減少は、権利行使によるものであります。

第７回新株予約権の減少は、権利行使と権利失効によるものであります。

第８回新株予約権の減少は、権利失効によるものであります。

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 54,591 ― ― 54,591

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 7,053 21 1,230 5,844

新株予約権の内訳
目的となる

株式の種類

目的となる株式の数(株） 当事業年

度末残高

(千円)

摘要当事業

年度期首
増加 減少

当事業

年度末

第５回新株予約権(ストック・

オプションとしての新株予約権)
普通株式 5,700 ― 720 4,980 ― (注)２

第７回新株予約権(ストック・ 

オプションとしての新株予約権)
普通株式 937 ― 511 426 11,898 (注)２

第８回新株予約権(ストック・ 

オプションとしての新株予約権)
普通株式 1,299 ― 10 1,289 28,106 (注)２

第９回新株予約権(ストック・ 

オプションとしての新株予約権)
普通株式 350 ― ― 350 6,847

合計 8,286 ― 1,241 7,045 46,852

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 85,568 1,800.00 平成24年３月31日 平成24年６月29日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 219,361 4,500.00 平成25年３月31日 平成25年６月28日
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※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類毎の事業年度末日に

おける契約額又は契約額等の時価、評価額、評価損益等の算定方法は次のとおりであります。

通貨関連

顧客とのデリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

前事業年度末（平成24年３月31日）

(注) １ 顧客との未決済の外国為替証拠金取引に係る上記評価損益については、貸借対照表において顧客預り勘定に

含めて表示しております。

２ 時価の算定方法 事業年度末の直物為替相場により算定しております。

当事業年度末（平成25年３月31日）

(注) １ 顧客との未決済の外国為替証拠金取引に係る上記評価損益については、貸借対照表において顧客預り勘定に

含めて表示しております。

２ 時価の算定方法 事業年度末の直物為替相場により算定しております。

(キャッシュ・フロー計算書関係)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

現金及び預金 2,222,622千円 2,419,996千円

外国為替証拠金取引顧客分別金 △173,085千円 △399,812千円

分別管理信託（自己勘定） 1,180,420千円 2,017,435千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 ― 千円 △100,000千円

担保に供している定期預金 △1,700,000千円 △1,900,000千円

現金及び現金同等物 1,529,957千円 2,037,618千円

(デリバティブ取引関係)

種類
契約額等

(千円)

契約額等のうち

１年超(千円)

契約額等の時価

(千円)

評価額

(千円)

評価損益
(千円)

外国為替証拠金取引

売建 62,375,253 ― 59,119,549 3,255,704 3,255,704

買建 19,354,482 ― 20,367,383 1,012,901 1,012,901

合計 ─ ─ ─ 4,268,605 4,268,605

種類
契約額等

(千円)

契約額等のうち

１年超(千円)

契約額等の時価

(千円)

評価額

(千円)

評価損益
(千円)

外国為替証拠金取引

売建 88,752,286 ― 87,296,669 1,455,616 1,455,616

買建 25,509,162 ― 28,187,468 2,678,306 2,678,306

合計 ─ ─ ─ 4,133,922 4,133,922
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カウンターパーティーとのデリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

前事業年度末（平成24年３月31日）

(注) １ カウンターパーティーとのカバー取引に係る上記評価損益については、貸借対照表において外国為替取引評

価勘定（流動資産）として表示しております。

２ 時価の算定方法 事業年度末の直物為替相場により算定しております。

当事業年度末（平成25年３月31日）

(注) １ カウンターパーティーとのカバー取引に係る上記評価損益については、貸借対照表において外国為替取引評

価勘定（流動負債）として表示しております。

２ 時価の算定方法 事業年度末の直物為替相場により算定しております。

当社が有している非連結子会社は、重要性が低いことから記載を省略しております。

当社は、外国為替証拠金取引及びその関連事業等の単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。

前事業年度(自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益計上額が損益計算書の営業収益の90％を超える

ため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 営業収益

本邦の外部顧客への営業収益計上額が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略して

おります。

(2) 有形固定資産

貸借対照表に計上している有形固定資産のうち、本邦以外に所在している有形固定資産がないた

め、該当事項はありません。

種類
契約額等

(千円)

契約額等のうち

１年超(千円)

契約額等の時価

(千円)

評価額
(千円)

評価損益

(千円)

為替予約

売建 72,322,243 ― 72,648,776 △326,532 △326,532

買建 111,002,227 ― 111,400,942 398,715 398,715

合計 ─ ─ ─ 72,182 72,182

種類
契約額等

(千円)

契約額等のうち

１年超(千円)

契約額等の時価

(千円)

評価額
(千円)

評価損益

(千円)

為替予約

売建 81,577,390 ― 81,538,650 38,740 38,740

買建 140,826,014 ― 140,647,199 △178,814 △178,814

合計 ─ ─ ─ △140,074 △140,074

(持分法損益等)

(セグメント情報等)

(セグメント情報)

(関連情報)
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３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への営業収益計上額のうち、損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、

記載はありません。

当事業年度(自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日)

１．製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益計上額が損益計算書の営業収益の90％を超える

ため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

(1) 営業収益

本邦の外部顧客への営業収益計上額が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、記載を省略して

おります。

(2) 有形固定資産

貸借対照表に計上している有形固定資産のうち、本邦以外に所在している有形固定資産がないた

め、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への営業収益計上額のうち、損益計算書の営業収益の10％以上を占める相手先がないため、

記載はありません。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

(報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報)

(報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報)

(報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報)
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(注) １．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

該当事項はありません。

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

１株当たり純資産額 66,508円30銭 81,227円66銭

１株当たり当期純利益金額 4,814円71銭 16,832円67銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

4,790円12銭 16,312円59銭

前事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益（千円） 235,789 800,873

普通株主に帰属しない金額 (千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益 (千円） 235,789 800,873

普通株式の期中平均株式数（株） 48,973 47,578

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

普通株式増加数（株） 251 1,517

（うち新株予約権(株)） （251） （1,517）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

平成17年12月２日臨時株主
総会決議ストック・オプシ
ョン（新株予約権5,700個）
普通株式5,700株
平成20年６月27日定時株主
総会決議ストック・オプシ
ョン（新株予約権937個）普
通株式937株
平成22年６月25日定時株主
総会決議ストック・オプシ
ョン（新株予約権1,299個）
普通株式1,299株

平成20年６月27日定時株主
総会決議ストック・オプシ
ョン（新株予約権426個）普
通株式426株

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 3,208,891 4,006,457

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 47,219 46,852 

（うち新株予約権(千円)） （47,219） （46,852）

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 3,161,671 3,959,604

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通
株式の数（株）

47,538 48,747

(重要な後発事象)
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前事業年度

当事業年度

開示内容が定まった時点で開示いたします。

５．その他

（１）各四半期会計期間に係る営業収益等

第１四半期
(自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日)

第２四半期
(自 平成23年７月１日
至 平成23年９月30日)

第３四半期
(自 平成23年10月１日
至 平成23年12月31日)

第４四半期
(自 平成24年１月１日
至 平成24年３月31日)

営業収益 (千円) 662,432 750,772 546,389 663,658

営業利益 (千円) 140,688 194,550 12,230 84,628

経常利益 (千円) 139,941 190,214 8,549 83,990

税引前
四半期純利益 

(千円) 139,941 190,214 8,549 77,391

四半期純利益 (千円) 80,894 109,931 1,937 43,026

１株当たり
四半期純利益金額 

(円) 1,632.57 2,219.13 39.33 905.10

第１四半期
(自 平成24年４月１日
至 平成24年６月30日)

第２四半期
(自 平成24年７月１日
至 平成24年９月30日)

第３四半期
(自 平成24年10月１日
至 平成24年12月31日)

第４四半期
(自 平成25年１月１日
至 平成25年３月31日)

営業収益 (千円) 746,369 579,289 803,294 1,588,932

営業利益 (千円) 176,543 24,232 229,639 886,078

経常利益 (千円) 174,075 21,538 230,240 885,841

税引前
四半期純利益

(千円) 174,075 21,538 230,240 880,543

四半期純利益 (千円) 103,935 11,369 140,502 545,065

１株当たり
四半期純利益金額

(円) 2,186.39 239.24 2,956.90 11,417.48

（２）役員の異動
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